
防 衛 省

Ministry of  Defense

防衛力抜本的強化の
進捗と予算

令和８年度概算要求の概要



7つの重視分野 抜本的強化の進捗状況（一例）(2025年1月以降)

スタンド・オフ
防衛能力

統合防空ミサイル
防衛能力

無人アセット
防衛能力

防衛力整備計画の進捗状況

○ 我が国の防衛上必要な機能・能力として、次の７つの分野を重視して、防衛力の抜本的強化を推進
○ 事業の進捗管理を徹底し、概ね計画どおり進捗
○ 令和８年度概算要求においても、計画期間内の防衛力抜本的強化実現のため、令和８年度中に着手すべき
事業を計上
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・島嶼防衛用高速滑空弾の第２次発射試験を実施

(2025年6月～8月)

・１２式地対艦誘導弾能力向上型(地発型)の開発完了、配備予定

（2025年度中）

・トマホーク納入予定（2025年度中）

・イージス・システム搭載艦１番艦用ＳＰＹ－７レーダーアレイの納入

(2025年6月)

・ＵＡＶ(狭域用)汎用型及びＵＡＶ(中域用)機能向上型の納入(2025年3月)

・輸送用ＵＡＶ(小型・陸地艦艇間)の実証試験を実施(2025年7月)

・海洋無人機システムの実験演習への参加(AUKUS「第2の柱」

(先進技術協力)に関する取組)(2025年7月)

・戦闘支援型多目的ＵＳＶ※等の研究開発を推進
※ＵＳＶ：Unmanned Surface Vehicle

トマホーク
（イメージ） 島嶼防衛用高速滑空弾

１２式地対艦誘導弾能力向上型

【研究開発】
戦闘支援型多目的USV

(イメージ)

イージス・システム搭載艦(イメージ)

UAV(狭域用)汎用型



7つの重視分野 抜本的強化の進捗状況（一例）(2025年1月以降)

領域横断作戦能力
（宇宙・サイバー・
陸海空領域）

指揮統制・情報関
連機能

機動展開能力・
国民保護

持続性・強靱性
（弾薬・維持整備・
施設の強靱化）

・Xバンド防衛通信衛星「きらめき３号」の運用開始(2025年2月)

・第８地対艦ミサイル連隊を湯布院駐屯地に新編(2025年3月)

・航空自衛隊宇宙作戦群によるSSA※レーダーの運用開始(2025年3月)

・小松基地にＦ－３５Ａを配備(2025年4月)

・「宇宙領域防衛指針」を策定(2025年7月)

・佐賀駐屯地を開設し、Ｖ－２２(オスプレイ)を移駐(2025年7～８月)

・新田原基地にＦ－３５Ｂを配備(2025年8月)

※ＳＳＡ：宇宙状況把握 (Space Situational Awareness)

・統合作戦司令部を新設(2025年3月)

・「防衛省次世代情報通信戦略」を策定(2025年7月)

・自衛隊海上輸送群を新編し、輸送艦(LCU)「にほんばれ」及び輸送艦(LSV)
「ようこう」を配備(2025年3月及び同年5月)

・予備装備品の維持のための保管に向けた取組を開始

(2025年4月)
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防衛力整備計画の進捗状況

小松基地 Ｆ－３５Ａ配備

統合作戦司令部新設

佐賀駐屯地開設
Ｖ－２２(オスプレイ)配備

ＳＳＡレーダー

輸送艦「ようこう」

予備装備品の維持(いわゆる「モスボール」)



令和8年度概算要求 ～基本的な考え方～
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※1 令和4年12月16日 国家安全保障会議決定・閣議決定

※2 令和6年12月20日 自衛官の処遇・勤務環境の改善及び新たな生涯設計の確立に関する関係閣僚会議決定

○ 「防衛力整備計画」※1の4年度目となる令和8年度の概算要求に当たっては、「防衛力整備計画対象経費

については、『防衛力整備計画』を踏まえ、所要の額を要求」する、という概算要求基準に基づき、防衛力整備

計画期間内の防衛力の抜本的強化を実現するため、令和8年度中に着手すべき事業を積み上げるとともに、

計画期間におけるこれまでの事業の進捗状況や予算の執行状況も踏まえ、歳出予算の要求額を着実に増額。

○ 「国家防衛戦略」※1及び「防衛力整備計画」に基づき、防衛力の抜本的強化に当たって重視する7つの分野

について、重点的に推進。

例えば、無人アセット防衛能力として、無人アセットによる多層的沿岸防衛体制【SHIELD】の構築を進める

とともに、スタンド・オフ防衛能力、統合防空ミサイル防衛能力、領域横断作戦能力等の将来の防衛力の中

核となる分野において抜本的強化を引き続き実施。

現有装備品の最大限の活用のための可動数向上や弾薬確保、防衛施設の強靱化への投資を引き続き重

視。

○ また、令和7年度に引き続き、自衛官の現下の厳しい募集状況に鑑み、「自衛官の処遇・勤務環境の改善及

び新たな生涯設計の確立に関する基本方針」※2に基づき、人的基盤の強化に係る施策に迅速に取り組み、自

衛官であること、また、自衛官であったことの誇りと名誉を得ることができるような、令和の時代に相応しい処

遇の確立を推進。

さらに、いわば防衛力そのものである防衛生産・技術基盤の維持・強化のため、防衛生産基盤強化法に基づく

措置を含めた各種の事業を着実に実施するとともに、研究開発や民生の先端技術の積極的活用に向けた取

組を推進。

○ 15区分の配分額の中できめ細やかに進捗状況を管理。足下の物価高・円安の中、引き続き、経費の精査と

装備品の効率的な取得を一層推進。
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令和8年度概算要求 ～配分～

※ 計数については、四捨五入によっているので計と符合しないことがある。

○ 来年度も、今年度に引き続き、１５区分の配分額の中できめ細やかに進捗状況を管理

（契約ベース）
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区 分 分 野 ５年間の総事業費 令和５年度事業費 令和６年度事業費 令和７年度事業費 令和８年度概算要求

スタンド・オフ防衛能力 約 ５兆円 １兆４，１３０億円 ７，１２７億円 ９，３９０億円 １兆２４６億円

統合防空ミサイル防衛能力 約 ３兆円 ９，８２９億円 １兆２，２８４億円 ５，３３１億円 ５，１７３億円

無人アセット防衛能力 約 １兆円 １，７９１億円 １，１４６億円 １，１１０億円 ３，１２８億円

領域横断作戦能力

宇宙 約 １兆円 １，５２９億円 ９８４億円 ２，１１９億円 １，３８５億円

サイバー 約 １兆円 ２，３６３億円 ２，０２６億円 ２，６１５億円 ２，４６８億円

車両・艦船・
航空機等

約 ６兆円 １兆１，７６３億円 １兆３，３９１億円 １兆１，３８５億円 １兆１３億円

指揮統制・情報関連機能 約 １兆円 ３，０５３億円 ４，２４８億円 ３，８５２億円 ３，８７５億円

機動展開能力・国民保護 約 ２兆円 ２，３９６億円 ５，６５３億円 ４，５４５億円 １，９７４億円

持続性・強靱性

弾薬・誘導弾 約 ２兆円
（他分野も含め約５兆円）

２，１２４億円
（他分野も含め8,283億円）

４，０１５億円
（他分野も含め9,249億円）

２，８７６億円
（他分野も含め7,675億円）

２，５８３億円
（他分野も含め9,492億円）

装備品等の維持
整備費・可動確保

約 ９兆円
（他分野も含め約10兆円）

１兆７，９３０億円
（他分野も含め2兆355億円）

１兆９，０９４億円
（他分野も含め2兆3,367億円）

１兆７，６９６億
（他分野も含め2兆2,247億円）

１兆７，４９２億
（他分野も含め2兆1,472億円）

施設の強靱化 約 ４兆円 ４，７４０億円 ６，３１３億円 ６，９５３億円 １兆６３６億円

防衛生産基盤の強化
約 ０．４兆円

（他分野も含め約１兆円）

９７２億円
（他分野も含め1,469億円）

８３０億円
（他分野も含め920億円）

９６４億円
（他分野も含め996億円）

７２３億円
（他分野も含め1,010億円）

研究開発 約 １兆円
（他分野も含め約3.5兆円）

２，３２０億円
（他分野も含め8,968億円）

２，２５７億円
（他分野も含め8,225億円）

２，１８９億円
（他分野も含め6,387億円）

３，５１２億円
（他分野も含め7,790億円）

基地対策 約 ２．６兆円 ５，１４９億円 ５，１３８億円 ５，３６１億円 ５，５１１億円

教育訓練費、燃料費等 約 ４兆円 ９，４３７億円 ９，１１８億円 ７，９４５億円 ８，５２９億円

合 計 約 ４３．５兆円 ８兆９，５２５億円 ９兆３，６２５億円 ８兆４，３３２億円 ８兆７，２４８億円



◆無人アセット防衛能力 無人アセットによる多層的沿岸防衛体制【SHIELD】の構築
（SHIELD：Synchronized, Hybrid, Integrated and Enhanced Littoral Defense）

シ ー ル ド

令和8年度概算要求 ～重点ポイント～
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〇 近年、諸外国において無人アセットの導入及び技術革新が進展したことに伴い、戦闘様相も大きく変化。我が
国においても、高価な有人アセットを含む侵攻部隊から我が国を防衛するため、有人アセットのみならず、安価
かつ大量のＵＡＶ・ＵＳＶ・ＵＵＶを活用し、これらの組み合わせによる非対称的かつ多層的な防衛体制の早急
な整備が、これまで以上の喫緊の課題

〇 これまでの各種実証試験の実施に加え、最新の技術を有する各種アセットの出現により、広範な無人アセット
を短期間で大量に取得可能な状況が到来

〇 そのため、令和８年度概算要求においては、１，２８７億円を計上してこれらの取り組みを進め、令和９年度
中に無人アセットによる多層的沿岸防衛体制【SHIELD】を構築

〇 また、これらの取り組みと並行し、各無人アセットを一元的に管制するシステムの早期導入も追求

❶ モジュール型ＵＡＶの取得(陸自)
❷ 小型攻撃用ＵＡＶⅠ型の取得(陸自)

❸ 小型攻撃用ＵＡＶⅡ型の取得(陸自)
❹ 小型攻撃用ＵＡＶⅢ型の取得(陸自)
❺ 水上艦発射型ＵＡＶの取得(海自)

❻ 艦載型ＵＡＶ(小型)の取得(海自)
❼ 艦艇攻撃用ＵＡＶの取得(空自)
❽ レーダーサイト防衛用ＵＡＶの取得(空自)

❾ 小型多用途ＵＳＶの取得(陸自・海自)
❿ 小型多用途ＵＵＶの取得(陸自)

SHIELD構築のために取得する無人アセット

○ 無人機同時管制機能の導入に資する実証

SHIELD関連事業

SHIELDのイメージ図



令和8年度概算要求 ～重点ポイント～

◆ スタンド・オフ防衛能力

【各種スタンド・オフ・ミサイルの整備】
○ 引き続き、射程や速度、飛翔の態様、対処目標、発射プラッ

トフォームといった点で特徴が異なる様々な国産のスタンド・

オフ・ミサイルの研究開発・量産を実施

◆ 領域横断作戦能力（陸領域）

【第１５師団(仮称)への改編】
○ 南西地域における防衛体制を強化するため、１個普通科連隊等

を新編し、第１５旅団を師団に改編

※名称については全て仮称

◆ 領域横断作戦能力（宇宙領域）
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【航空宇宙自衛隊(仮称)への改編等】



令和8年度概算要求 ～重点ポイント～

◆ 領域横断作戦能力（宇宙領域）

【次期防衛通信衛星等の整備】(９０３億円)
○ 現在運用中のＸバンド防衛通信衛星(きらめき)の後継機として、

通信能力等が向上された次期通信衛星を整備

○ 令和８年度は、「きらめき１号」後継機の製造に着手するとと
もに、令和７年度から製造を開始する「きらめき２号」後継機の

打上げに向けて、地上器材等を整備

注:金額は契約ベース。

※令和８年度以降のスケジュールについては全て予定

【現行の体制】

◆ 防衛生産・技術基盤

※令和８年度以降のスケジュールについては全て予定

【次期戦闘機の開発】(２，０６６億円)
○ 令和2年度から開始した次期戦闘機の開発は、日英伊3か国共同で設立

したGIGO(GCAP International Government Organisation)を通じた開

発に移行する計画
○ 令和７年度より、日英伊が３か国それぞれで実施していた機体及びエン

ジンの設計等の作業をGIGOの下に一元化し、３か国で緊密に連携して実施

○ 次期戦闘機の開発と並行して、次期戦闘機と連携する無人機の構想設計
を実施

注:金額は契約ベース。
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◆ 機動展開能力・国民保護

【民間海上輸送力の活用】(２隻：１１３億円)
○ 南西地域の島嶼部へ部隊等を輸送する海上輸送力を補完するた
め、主として補給品等(コンテナ)の輸送に特化したＰＦＩ船舶を
確保

※令和８年度以降のスケジュールについては全て予定

注:金額は契約ベース。

※ＰＦＩ（Private Finance Initiative）：公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、
経営能力及び技術的能力を活用して行う手法



令和8年度概算要求 ～重点ポイント～
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◆ 自衛官の処遇・勤務環境の改善及び新たな生涯設計の確立

我が国が戦後最も厳しく複雑な安全保障環境に直面する中で、防衛力の抜本的強化を真に実現するためには、
優れた自衛官を安定的に確保し続ける必要があるため、「自衛官の処遇・勤務環境の改善及び新たな生涯設計
の確立に関する基本方針」に基づき、令和８年度概算要求に関連事業に係る７，６５８億円を計上

１ 自衛官の処遇改善 ６１億円
２ 生活・勤務環境の改善 ７，５２７億円
３ 新たな生涯設計の確立 ２４億円
４ その他 ４５億円

１ 自衛官の処遇改善

注:金額は契約ベース、ただし「自衛官の処遇改善」
「生活・勤務環境の改善」は手当の人件費を含む。

○ 北海道の道北・道東の一部で勤務する陸自の隊員の処遇改善
○ 艦艇乗組員の処遇改善
○ 陸海空自衛隊の主要司令部の隊員の処遇改善
○ 現場部隊の電気主任技術者、警務隊の警務官などの専門的知識・技能を有する隊員の処遇改善
○ 訓練・演習に関わる隊員や装備品等の整備員のうち特殊な勤務に従事する隊員の処遇改善
○ 防衛大学校及び防衛医科大学校の学生、高等工科学校の生徒の処遇改善

2 生活・勤務環境の改善

○ 停泊艦艇業務の一部部外委託
○ 臨時託児(シッターサービスの活用)の運用
○ 女性隊員が多く勤務する駐屯地・基地等に非接触型サニタリーボックスを整備

３ 新たな生涯設計の確立

○ 若年定年退職者給付金の給付水準の引上げ等の制度の見直し

○ 65歳に至るまでの再就職支援に向けた体制の整備

４ その他

○ 人的基盤強化企画室に施策の効果検証等を担う人的基盤強化検証班(仮称)を新設

【人的基盤の抜本的強化に関する取組】



スタンド・オフ防衛能力 約１兆２４６億円(他分野を除くと約１兆２４６億円)

➢ 東西南北、それぞれ約3,000キロに及ぶ我が国領域を守り抜くため、島嶼部を含む我が国に侵攻してくる
艦艇や上陸部隊等に対し、対空ミサイル等の脅威圏の外から対処するスタンド・オフ防衛能力を抜本的に強化

国産スタンド・オフ・ミサイル関連
○ １２式地対艦誘導弾能力向上型(地発型)及び地上装置等の取得(１，７９８億円)

○ １２式地対艦誘導弾能力向上型(艦発型)の取得(３６２億円)

○ 潜水艦発射型誘導弾の取得(１６２億円)

○ 島嶼防衛用高速滑空弾及び地上装置等の取得(３９２億円)

○ 極超音速誘導弾及び地上装置等の取得(３０５億円)
極超音速(音速の5倍以上)の速度域で飛行することにより、迎撃を困難にする

誘導弾を取得

外国製スタンド・オフ・ミサイル関連
○ ＪＳＭ(６４億円)、ＪＡＳＳＭ(１７億円)の取得

※ ＪＳＭ: Joint Strike Missile(Ｆ－３５Ａに搭載)
ＪＡＳＳＭ: Joint Air-to-Surface Stand-Off Missile(Ｆ－１５能力向上機に搭載)

○ トマホーク発射機能の艦艇への付加(１２億円)

ＪＡＳＳＭ(イメージ)

１２式地対艦誘導弾能力向上型
(地発型)(イメージ)

極超音速誘導弾
(イメージ)

トマホークの発射
(イメージ)

島嶼防衛用高速滑空弾
(イメージ)

ＪＳＭ(イメージ)

注1:本文中の青字は新規事業を表示している。
注2:金額は契約ベース。
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統合防空ミサイル防衛能力 約５，１７４億円(他分野を除くと約５，１７３億円)

➢ 各種ミサイルや航空機等の多様化・複雑化・高度化する経空脅威に適切に対処することが重要
➢ 探知・追尾能力の向上や、ネットワーク化による効率的対処の実現、迎撃能力の強化が必要

迎撃アセットの強化
○ イージス・システム搭載艦の整備に伴う関連経費(８０２億円)

各種試験の準備等に係る経費を計上

○ ペトリオット・システムの改修(７９億円)
弾道ミサイル等への対処能力を向上させるための改修を開始

○ ０３式中距離地対空誘導弾(改善型)能力向上型への改修(５１億円）
既存の０３式中距離地対空誘導弾(改善型)に弾道ミサイル対処能力等を順次付与

○ 各種迎撃用誘導弾の整備
ＳＭ－３ブロックⅡＡ(７２７億円)、ＳＭ－６(１０８億円)

センサー・ネットワーク等の強化
○ 警戒管制能力の強化
・ ＦＰＳ－５(１９億円)及びＦＰＳ－７(４億円)の能力向上
・ ＦＰＳ－３からＦＰＳ－７への換装(４７億円)
・ 次世代ＪＡＤＧＥ(仮称) の整備(５６５億円)

次世代ＪＡＤＧＥ(仮称)(イメージ)

ＳＭ－３ブロックⅡＡ
(イメージ)

ＦＰＳー５

イージス・システム搭載艦
(イメージ)
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ＦＰＳー７

０３式中距離地対空誘導弾(改善型)
能力向上型(イメージ)



無人アセット防衛能力 約３，１２８億円(他分野を除くと約３，１２８億円)

➢ 従来有人アセットが担っていた業務の効率化や、無人アセットの導入により新たに可能となる形態のオペ
レーションに無人アセットを活用することで、人的損耗を局限しつつ、陸上・水上・水中・空中における非
対称的な優勢を確保

○ 無人アセットによる多層的沿岸防衛体制【SHIELD】の構築(１，２８７億円)【再掲】

○ ＵＡＶ(広域用)の取得(５式：１１１億円)
水上艦艇等を遠距離から早期に探知し、指揮官の状況判断及び火力発揮に必要な情報を収集可能な

ＵＡＶを取得

○ 水際障害探知ＵＡＶの取得(６式：７億円)
海底地形を含む水際部の障害情報を迅速に収集し、水陸両用作戦に寄与可能な水際障害探知ＵＡＶを取得

○ 滞空型ＵＡＶ「ＭＱ－９Ｂ(シーガーディアン)」の取得等(７７０億円)
情報収集・警戒監視を強化しつつ、人的損耗を局限して任務を遂行するため、

滞空型ＵＡＶを取得するとともに、部外力を活用して早期導入を実施
機体４機、地上操縦装置の調達経費及びその他の関連経費を計上

○ 目標情報収集用無人機の取得等(２０億円)
４機の目標情報収集用無人機を改修・取得するとともに、機体の整備作業、

修理作業、機体の輸送及び教育訓練等を包括的サービスとして取得

目標情報収集用無人機
(イメージ）
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滞空型ＵＡＶ
(「MQ-9B(シーガーディアン)」)



領域横断作戦能力

➢ 陸海空領域に加え、宇宙(衛星の活用による情報収集機能の強化等)、サイバー(セキュリティ対策の強化等)、
電磁波(電子戦能力の強化等)などの組合せにより非対称的な優勢を確保していくため、抜本的な強化が必要

【宇宙領域における能力強化】約１，７６８億円(他分野を除くと約１，３８５億円)

➢ 宇宙領域は今や国民生活及び安全保障の基盤であり、宇宙利用の優位を確保することは、我が国にとって
極めて重要。このため、宇宙領域を活用した情報収集等の能力を含む宇宙作戦能力の強化が必要

○ 多国間の衛星通信帯域共有枠組み(ＰＡＴＳ※)対応器材等の整備(８８億円)
ＰＡＴＳへの参加に合わせ、これに接続可能かつ次期防衛通信衛星に対応した衛星通信器材を整備
※ ＰＡＴＳ：Protected Anti-Jam Tactical SATCOM

○ 次期防衛通信衛星等の整備(９０３億円)【再掲】

○ 商用低軌道衛星通信器材等の整備(１１億円)
所要の衛星通信帯域を確保するため、水上艦艇において業務用通信の補完として利用する商用低軌道衛星

通信に必要な器材等の装備及び利用

○ 次世代防衛技術実証衛星の開発(６９億円)
衛星ミッション機器の高機能化に対応した熱制御技術や光通信などの次世代衛星に必要な技術の

実証のための衛星を開発

○ 衛星妨害状況把握装置の整備(１２億円)
我が国の人工衛星に対する電磁妨害状況を把握する装置を取得

○ 航空宇宙自衛隊(仮称)への改編【再掲】

○ 宇宙作戦集団(仮称)の新編【再掲】
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衛星妨害状況把握装置



【サイバー領域における能力強化】約２，４９３億円(他分野を除くと約２，４６８億円)

➢ 高度化・巧妙化するサイバー攻撃に対し、将来にわたって適切に対処する能力を獲得し、自衛隊の任務遂行
を保障できる態勢を確立するとともに、防衛産業のサイバー防衛を下支えできる態勢を構築

リスク管理枠組み(ＲＭＦ)の実施(２５６億円)
○ 一過性の「リスク排除」から継続的な「リスク管理」へ考え方を転換し、情報システムの運用開始後も
常時継続的にリスクを分析・評価し、必要なセキュリティ対策を実施
※ RMF：リスクマネジメントフレームワーク

情報システムの防護
○ サイバー領域における意思決定支援システムの整備(３９億円)

サイバー攻撃等対処にかかる状況把握・対処等をより迅速かつ的確
に行うため、ＡＩを活用した支援システムを整備

サイバー防衛体制の強化
○ 防衛省・自衛隊のサイバー業務を支える外部人材の確保(０．５億円)

国防に関与し、防衛省・自衛隊のサイバー業務を支える意思・能力のある
省外のサイバー人材による、防衛省・自衛隊のサイバー業務への支援の確保

【電磁波領域における能力強化】

➢ 陸・海・空、宇宙、サイバー領域に至るまで、電磁波の活用範囲や用途が拡大し、電磁波領域は現在の戦闘
様相における攻防の最前線。電磁波領域における優勢の確保は喫緊の課題

通信・レーダー妨害能力の強化
相手の通信機器等が発する電波を妨害し、相手の通信や索敵などの能力を低減または無効化する能力を強化
○ ２４式対空電子戦装置の取得(５２億円)

電子戦支援能力の強化
電子妨害や電子防護に必要となる、電磁波に関する情報を収集する能力を強化
○ 電波情報収集機(ＲＣ－２)の取得(１機：５３９億円)

小型無人機等への対処
高出力レーザーや高出力マイクロ波といった指向性エネルギー技術の研究等を推進
○ ミサイル対処用レーザーシステムの研究(１０億円)

低コストでミサイルに対処するため、高効率なビーム集光技術や高度なターゲット追尾技術を備え、
ドローン等対処用レーザーシステムの１０倍以上の出力を可能とするメガワット級レーザーシステムを実現
するために必要な技術の研究

電波情報収集機(ＲＣ－２)
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○ 機動的に侵攻部隊対処を行うため、ベース車体をファミリー化した共通戦術装輪車を取得
・ ２４式機動１２０ｍｍ迫撃砲(８両：９５億円)
・ ２５式偵察警戒車(１８両：２７９億円)

○ 多目的誘導弾システム(改)(ＭＰＭＳ(改))及び地上装置等の取得(１１式：２４８億円)
９６式多目的誘導弾システム等の後継として、敵の着上陸侵攻等に対処

○ 新型ＦＦＭの建造(１隻：１，０４８億円)

○ 哨戒艦の建造(２隻：２８７億円)

○ 潜水艦の建造(１隻：１，１９９億円)

○ 掃海艦の建造(１隻：３４２億円)

○ 固定翼哨戒機(Ｐ－１)の取得(１機：４７３億円)

○ 回転翼哨戒機(ＳＨ－６０Ｌ)の取得(３機：４４９億円)

○ 戦闘機(Ｆ－３５Ａ)の取得(８機：１，５２５億円)

○ 戦闘機(Ｆ－３５Ｂ)の取得(３機：７３０億円)

○ 戦闘機(Ｆ－２)の能力向上(９機：１３３億円)

戦闘機(Ｆ－３５Ａ) 戦闘機(Ｆ－３５Ｂ)

24式機動120㎜迫撃砲
〔機動迫撃砲型の共通戦術装輪車〕

25式偵察警戒車
(偵察戦闘型の共通戦術装輪車)

新型ＦＦＭ(イメージ)

回転翼哨戒機
(ＳＨ－６０Ｌ)

【陸海空領域における能力】約１兆３９億円(他分野を除くと約１兆１３億円)

「たいげい」型潜水艦
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哨戒艦(イメージ)

多目的誘導弾システム(改)(イメージ)



指揮統制・情報関連機能 約５，３９９億円(他分野を除くと約３，８７５億円)

➢ 迅速・確実な指揮統制を行うためには、抗たん性のあるネットワークにより、リアルタイムに情報共有を行
う能力が必要

➢ 我が国周辺における軍事動向等を常時継続的に把握するとともに、ウクライナ侵略でも見られたような認知
領域を含む情報戦等にも対応できるよう情報機能を抜本的に強化し、隙のない情報収集態勢を構築する必要

指揮統制機能の強化等
○ 新たな防衛情報通信基盤(仮称)の整備に向けた実証検証(１０億円)

防衛省次世代情報通信戦略に示した新たな防衛情報通信基盤(仮称)
の整備に向け、各種技術の調査・実証検証を実施

○ 防衛省クラウド基盤等の整備(７１８億円)
統一的なセキュリティを確保しつつ、情報共有機能を強化し、

各自衛隊の一元的な指揮統制を可能とする防衛省クラウドを整備

○ 防衛省クラウド地方拠点の整備(２０５億円)
エッジ・コンピューティング技術を利用した、可用性・抗たん性を

確保するための地方拠点の整備

○ 陸自ＡＩ基盤の整備(２５億円)
より迅速かつ的確な情報・統制のため、陸自クローズ系クラウドに

ＡＩを活用するための基盤を整備

情報収集・分析等機能の強化
○ 防衛駐在官の拡充(各１名)

増 員：米国(陸曹長)、インドネシア(２等陸佐)、トルコ(３等陸佐)
格上げ：英国(３等陸佐→２等陸佐)

防衛省クラウド基盤の整備(イメージ)
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新たな防衛情報通信基盤(仮称)
(イメージ)



機動展開能力・国民保護 約１，９７４億円(他分野を除くと約１，９７４億円)

➢ 我が国の地理的特性を踏まえると、部隊を迅速に機動展開する能力を構築するとともに、それを可能にする
基盤の整備が必要。また、各種輸送アセットの取得等により輸送力を強化

機動展開輸送アセットの取得の推進
○ 空中給油・輸送機(ＫＣ－４６Ａ)の取得(２機：９１２億円)

南西地域等の広大な空域において戦闘機等が粘り強く戦闘を継続するために
必要な空中給油・輸送機を取得

○ 多用途ヘリコプター(ＵＨ－２)の取得(８機：３７２億円)
ＵＨ－１Ｊの後継として、空中機動、航空輸送等の航空輸送能力が強化された

多用途ヘリコプターを取得

民間海上輸送力の活用事業等
○ 民間輸送力活用事業(２隻：１１３億円)【再掲】

南西地域の島嶼部へ部隊等を輸送する海上輸送力を補完するため、主として補給品等(コンテナ)の輸送に
特化した民間船舶を確保（ＰＦＩ方式）

空中給油・輸送機
(ＫＣ－４６Ａ)

多用途ヘリコプター
(ＵＨ－２)
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※ＰＦＩ（Private Finance Initiative）：公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用して行う手法



持続性・強靱性

➢ 自衛隊の運用を円滑にするため、弾薬・燃料の確保、可動数の向上(部品不足の解消等)、施設の強靱化(部隊
新編などに伴う施設整備等)、運用基盤の強化(製造体制の強化等)を図ることが重要

○ 各種弾薬・誘導弾の整備
１５５mmりゅう弾砲用弾薬、２３式艦対空誘導弾、２３式空対艦誘導弾、

中距離空対空ミサイル(ＡＩＭ－１２０)、中距離空対空ミサイル(ＡＡＭ－４Ｂ)等
○ ＡＩＭ－１２０国内基盤の整備(３億円)

ＡＩＭ－１２０の国内製造基盤整備に係る基本検討に着手

○ 三次元積層造形技術(３Dプリンタ)の活用に関する調査等(３億円)
装備品の可動数向上や安定的かつ計画的な取得を行うために必要とな

る品質の検証などを含む、３Dプリンタの活用に関する調査等を実施

○ 既存施設の更新(５，３６５億円)、主要司令部等の地下化等(３６４億円)
○ 火薬庫の整備(６９２億円)

各種弾薬の取得に連動して必要となる火薬庫等を整備
○ 部隊新編及び新規装備品導入などに伴う施設整備等(４，１０７億円)
・ 陸上自衛隊：陸上自衛隊後方支援学校(仮称)の施設整備(５１億円)
・ 海上自衛隊：佐世保(崎辺東地区)における施設整備(１８３億円)
・ 航空自衛隊：北大東島への移動式警戒管制レーダー等の受入
施設整備(１４４億円)

・ 呉地区における多機能な複合防衛拠点の整備(６億円)
○ ドローン対処器材の導入(１０２億円)

基地警備能力を高めるべく、違法ドローンの探知・識別・対処
を可能とする、より能力の高いドローン対処器材を整備

【弾薬の確保】約９，４９２億円(他分野を除くと約２，５８３億円)

【装備品等の維持整備】約２兆１，４７２億円
(他分野を除くと約１兆７，４９２億円)

【施設の強靱化】約１兆７３８億円(他分野を除くと約１兆６３６億円)

崎辺東地区(イメージ) 移動式警戒管制レーダー等
受入施設(イメージ) 18
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駐屯地・基地等の再配置・集約化(イメージ)



防衛生産基盤の強化 約１，０１０億円（他分野を除くと約７２３億円）

➢ 防衛産業は、いわば我が国の防衛力そのものであり、防衛力整備の一環として、その維持・強化を推進し、
力強く持続可能な防衛産業を構築するため、抜本的な取組を実施するとともに、防衛産業を取り巻く様々な
リスクへの対処を強化。同時に、防衛産業の販路の拡大等に向けた取組を推進

防衛装備品の生産基盤強化のための体制整備事業(３３８億円)
国内の防衛生産・技術基盤を維持・強化する観点から、防衛装備品の安定的な製造等に

関する様々なリスクに対応した企業の体制を整備するため、防衛生産基盤強化法に基づく
基盤強化措置として供給網強靱化や製造工程効率化等を実施

防衛装備移転円滑化のための基金に充てる補助金(４００億円)
装備移転を安全保障上の観点から適切なものとするため、防衛大臣の求めに

応じ、企業が移転対象装備品の仕様及び性能の調整に必要な資金を基金から助成

装備移転の実現可能性調査(２億円)
官民間で連携し、相手国の潜在的なニーズを調査・把握して、装備移転の

提案に向けた活動を実施

国際装備展示会への出展(８億円)
我が国が開発した防衛装備品や中小企業等が有する優れた技術力を国際的に

発信するため、国際防衛装備品展示会に出展

技術系研究職の人材確保(０．５億円)
優秀な人材を早期に確保するため、「自衛隊奨学生制度※」を活用
※将来自衛隊で勤務する意思のある学生等に対し、学資金を貸与する制度

19
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防衛装備庁ブース
「DSEI JAPAN 2025」(日本)



防衛イノベーションや画期的な装備品等を生み出す機能の抜本的強化
○ 安全保障技術研究推進制度(１３７億円)

防衛省外で研究されている大学等の有望な萌芽的技術のうち、防衛分野における将来の研究開発に資す
る可能性のあるものを発掘・育成

○ ブレークスルー研究(２９３億円)
防衛力の強化や社会変革につながる機能・技術を創出するため、防衛省外から採用したプログラムマネー

ジャの自由で斬新な発想のもとで行う挑戦的な研究や、民生先端技術の早期取り込みによる成果創出を目指
す研究を実施

○ 先進技術の橋渡し研究(１５０億円)
安全保障技術研究推進制度をはじめとする民生分野や政府の科学技術投資で得られた革新的・萌芽的な

先進技術を、装備品としての実用化に繋げるための研究を実施

スタンド・オフ防衛能力
○ 新地対艦・地対地精密誘導弾の開発(４１８億円)

長距離飛しょう性能、精密誘導性能など対艦・対地対処能力を向上した新たな
スタンド・オフ・ミサイルの開発を継続

○ 極超音速誘導弾の開発(７４２億円)

ＨＧＶ等対処能力(統合防空ミサイル防衛能力)
○ ＧＰＩの日米共同開発(５５６億円)

極超音速滑空兵器に対し、滑空段階において対処するための誘導弾の日米共同開発を継続
※ ＨＧＶ： Hypersonic Glide Vehicle (極超音速滑空体)

※ ＧＰＩ： Glide Phase Interceptor (滑空段階迎撃用誘導弾)

研究開発 約７，７９０億円(他分野を除くと約３，５１２億円)

➢ 技術の差が戦いの勝敗を決することから、将来の技術的優位を確保し、他国に先駆け先進的な能力を実現す
るため、デュアルユース技術や、スタートアップの有する先端技術を幅広く取り込むとともに、関係府省のプ
ロジェクトと連携しつつ、防衛用途に直結し得る技術を対象とした重点的投資による早期の技術獲得に加え未
知の技術領域に対して果敢に挑戦することにより、防衛イノベーションを実現するとともに、成果を社会に還
元するエコシステムを構築
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新地対艦・地対地精密誘導弾
(イメージ)



ドローン・スウォーム攻撃等対処能力(統合防空ミサイル防衛能力)
○ 高出力マイクロ波(ＨＰＭ)に関する研究(１４億円)

ドローン・スウォーム等に対処可能なＨＰＭについて、実環境下での検証を実施
※ ＨＰＭ： High Power Microwave

無人アセット防衛能力
○ ＵＡＶ連携型ＡＩ駆動オフロードＵＧＶの研究(４５億円) 

ＵＡＶとエッジＡＩを搭載することにより、広大かつ悪路の多い戦場で、
物資輸送、偵察、攻撃支援等を自律的に行うＵＧＶを研究

次期戦闘機
○ 次期戦闘機の開発(２，０６６億円)【再掲】

○ 次期戦闘機と連携する無人機の研究開発(４９億円)
ＡＩを活用し、自律的な状況認知や飛行をはじめとする行動判断を可能

とする連携無人機の構想設計を実施

その他抑止力の強化
○ ＭＩＲＡＧＥコンセプト(２億円)

対艦ミサイルの攻撃効果を劇的に向上させるため、エッジＡＩを用いて飛
行経路を生成する等、 複数の誘導弾等を効果的に制御する「最適制御ミサイ
ルシステム(ＭＩＲＡＧＥ)」のコンセプトの有効性及び実現可能性を検証
※ ＭＩＲＡＧＥ： MIssile system for Resilient and Adaptive Guided-Missile Engagement

○ ＰＬＡＳＭＡＧＩＣの研究(２億円)
ＥＭＰ弾頭の出力を、理論上、従来技術の数十倍以上に向上させる可能性が

見込まれるＥＭＰ弾用電源(爆縮式プラズマジェネレータ：ＰＬＡＳＭＡＧＩＣ)
の仮作やデータ取得を実施
※ ＥＭＰ：Electro Magnetic Pulse

※ ＰＬＡＳＭＡＧＩＣ：PLASMA Generator using explosIve Compression

ＵＡＶ連携型ＡＩ駆動オフロードＵＧＶ
(イメージ)

ＭＩＲＡＧＥコンセプト
(イメージ)
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PLASMAGICの研究の構想図(イメージ)
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【ＡＩ活用の推進に係る施策】

➢ ＡＩは、科学技術の急速な進展による安全保障の在り方の根本的な変化や、人口減少と少子高齢化という、
我が国が直面する課題を克服する技術の一つとなる可能性

➢ 目標の探知・識別、情報の収集・分析、指揮統制、後方支援業務、無人アセット、サイバーセキュリティ、
事務処理作業の効率化等の分野で重点的にＡＩの活用を推進

ＡＩ活用の推進
○ サイバー領域における意思決定支援システムの整備(３９億円)【再掲】

○ 陸自ＡＩ基盤の整備(２５億円)【再掲】

○ 海自通信基盤へのＡＩ導入(２３億円)
海上自衛隊の基幹システムに対してＡＩを活用するための基盤を整備

○ ＵＡＶ連携型ＡＩ駆動オフロードＵＧＶの研究(４５億円)【再掲】

○ ＡＩ活用による教育支援機能の強化(１億円)
学習管理システムにＡＩを導入し、教官業務の効率化及び学生個々の能力に適した教育を実施

○ 次期戦闘機と連携する無人機の研究開発(４９億円)【再掲】

ＡＩ活用推進の体制強化
○ ＡＩ導入に係る部外力の活用(０．４億円)

高度な技能を有する部外のＡＩ専門家を活用し、導入に係る企画立案への
助言及びＡＩ適用システムの構築等への実務指導を実施

○ ＡＩ講習の実施によるＡＩ人材の育成(０．１億円)
ＡＩ関連の業務に従事する隊員を中心に、プログラミング等を含む実践的

な講習を実施 ＡＩ活用分野
(イメージ)
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【人的基盤の強化】

➢ 自衛隊の任務遂行を支えるため、人的基盤の強化（人材の確保、処遇の改善）、衛生機能の強化などの各種
施策を推進していくことが必要

優秀な人材確保のための取組
〇 募集業務の充実・強化
・ 地方協力本部の体制強化(２６億円)
・ 優秀な人材を早期に確保するため、自衛隊奨学生の採用枠を拡大(１億円)
・ 広報動画の作成やバナー等のWEB広告の拡充(１８億円)
・ 転職者向け募集広報の充実(１億円)

〇 自衛官の処遇改善【再掲】
・ 北海道の道北・道東の一部で勤務する陸自の隊員の処遇改善
・ 艦艇乗組員の処遇改善
・ 陸海空自衛隊の主要司令部の隊員の処遇改善
・ 現場部隊の電気主任技術者、警務隊の警務官などの専門的知識・技能を有する隊員の処遇改善
・ 訓練・演習に関わる隊員や装備品等の整備員のうち特殊な勤務に従事する隊員の処遇改善
・ 防衛大学校及び防衛医科大学校の学生、高等工科学校の生徒の処遇改善

〇 ハラスメント防止対策
・ 防衛省ハラスメント防止対策有識者会議の提言を踏まえた各種教育機会等の充実(１億円)

新たな生涯設計の確立
〇 再就職支援の充実・強化
・ 再就職に向けた職業訓練機会の一層の充実(９億円)
・ ６５歳に至るまでの再就職支援に向けた体制の整備(１２億円)【再掲】

〇 若年定年退職者給付金の給付水準の引上げ等の制度の見直し【再掲】

教育・研究体制の充実
〇 陸上自衛隊高等工科学校の各自衛隊の共同化・男女共学化に必要な施設整備(２３６億円)

動画・バナー広告のイメージ
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【衛生機能の強化】

○ 血液の自律的確保
・ 血小板温存型白血球除去フィルター付血液バッグを含む血液製剤の
関連器材等の整備(１５億円)

○ ＤＣＳ能力の強化
戦傷者に対するダメージコントロール手術や術後管理態勢を強化するための

資器材等の整備
・ 艦艇搭載医療ガス設備の改修(３億円)

※ＤＣＳ：Damage Control Surgery

○ 自衛隊病院及び防衛医科大学校病院の機能強化(１，０８４億円)
・ 自衛隊那覇病院の施設整備
・ 自衛隊福岡病院の施設整備
・ 自衛隊横須賀病院の施設整備
・ 防衛医科大学校病院の施設整備

血小板温存型白血球除去
フィルター付血液バッグ

○ 「防衛省女性・平和・安全保障(ＷＰＳ)推進計画」に基づき、各種取組を実施する
ことにより、国民の保護や国際社会の平和と安定に貢献

【女性・平和・安全保障(ＷＰＳ)の推進】※ Women,Peace and Security

建替え後の横須賀病院のイメージ図

女性活躍、働き方改革及び生活・勤務環境改善の推進等
○ 女性活躍の推進
・ 女性自衛官の教育・生活・勤務環境の基盤整備(１１４億円)
・ 女性隊員が多く勤務する駐屯地・基地等の女性トイレに非接触型サニタリーボックスを設置

(０．５億円)【再掲】
○ 職業生活と家庭生活の両立支援
・ 臨時託児（シッターサービスの活用）の運用(２億円)【再掲】

○ 自衛隊員の生活・勤務環境改善のための自衛隊施設、備品・日用品等、被服等の整備を推進
・ 部隊新編・即応性確保のための宿舎整備、宿舎の老朽対策等(１，０５０億円)
・ 隊舎・庁舎等の整備(６，０６１億円) ※女性活躍の推進分を含む
・ 地産地消等による駐屯地等における献立の魅力化(糧食単価の引き上げを含む)(５８億円)
・ 停泊艦艇業務の一部部外委託(０．９億円)【再掲】

日ASEAN WPS協力プログラム
の実施(東京)
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令和8年度概算要求 ～主な組織編成～

○ 第１５旅団の第１５師団(仮称)への改編【再掲】
南西地域における防衛体制を強化するため、１個普通科

連隊等を新編し、第１５旅団を師団に改編

陸上自衛隊

航空自衛隊

○ 航空宇宙自衛隊(仮称)への改編【再掲】
宇宙領域が作戦行動を行う領域となったことを踏まえ、

航空自衛隊を「航空宇宙自衛隊(仮称)」へ改編

○ 宇宙作戦集団(仮称)の新編【再掲】
宇宙作戦能力を強化するため、将官(空将)を指揮官とする宇宙領域

専門部隊として、宇宙作戦集団(仮称)を新編

○ 防衛大臣の危機管理に係る負担を軽減し、各種事態への対処を万全に期すため、副大臣を１名増員

防衛副大臣

防衛大臣

航空宇宙幕僚監部

航
空
総
隊

宇
宙
作
戦
集
団

航
空
支
援
集
団

航
空
宇
宙
教
育
集
団

防衛大臣 防衛大臣

宇宙作戦集団

宇宙作戦団

第１宇宙作戦群

第２宇宙作戦群

第３宇宙作戦群

基地業務群

宇宙情報群

宇宙支援隊

空将補

空将

宇宙作戦団

第１宇宙作戦群

第２宇宙作戦群

基地業務群

その他

○ 太平洋防衛構想室(仮称)の新設
太平洋防衛にかかる自衛隊の必要な体制について専属的・横断的な検討を実施する

太平洋防衛構想室(仮称)を整備計画局に新設

海上自衛隊

○ 監督検査体制の見直し
潜水艦修理契約に関する特別防衛監察の最終報告を踏まえ、調達要求

と監督検査を担う部門を分離し、確実な牽制・チェック機能を強化



防衛力整備計画を着実に実施するために必要となる事務官等の増員を要求
(537名の事務官等の増員の他、各省共通の経済安全保障等に関する事項要求)

＜主な要求の内容＞

26

防衛力整備計画の

該当項目
計画の区分 新規増員数 具体例

Ⅱ．自衛隊の能力等に

関する主要事業

１．スタンド・オフ防衛能力 3人 新規誘導武器の取得開始に伴う体制強化

３．無人アセット防衛能力 6人 新規装備品導入を踏まえた補給整備体制の強化

４．領域横断作戦能力 43人
宇宙領域における防衛力強化のための各種施策の

推進に係る体制強化

５．指揮統制・情報関連機能 40人 情報基幹態勢の強化

６．機動展開能力・国民保護 7人 地域災害対処機能の強化

７．持続性・強靱性 131人 自衛隊施設整備を着実に進めるための体制強化

Ⅳ．日米同盟の強化 15人 佐世保弾薬補給所(前畑弾薬庫)の返還に係る体制強化

Ⅴ．同志国等との連携 5人 多国間での防衛協力体制の強化

Ⅵ．防衛力を支える要素 30人
ＰＦＯＳ及びＰＦＯＡの「水質基準」の制度改正に伴う
体制強化

Ⅸ．いわば防衛力そのものとしての防衛生産・技術基盤 109人
豪州汎用フリゲート建造に係る体制強化

装備品等の研究開発に係る体制強化

Ⅹ．防衛力の中核である

自衛隊員の能力を発揮

するための基盤の強化

１．人的基盤の強化 70人 自衛官の処遇改善等に向けた人的基盤の体制強化

２．衛生機能の変革 78人
戦傷医療対処能力向上をはじめとした防衛医科大学校病
院の教育体制の強化

計 537人

令和8年度概算要求 ～機構・定員要求～
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○ 航空機騒音対策(移転措置)事業に係る事業用資産の買換え等の特例措置の延長【所得税・法人税】
・ 防衛施設周辺の航空機騒音障害区域に所有する事業用資産を国に譲渡し、区域外の地域に買い換える場合等の
譲渡所得の課税の特例について、３年間の延長を要望

○ 試験研究を行った場合の法人税額等の特別控除の拡充等 【法人税等】
（共同要望：経済産業省、内閣府、総務省、文部科学省、農林水産省、厚生労働省、国土交通省、環境省、 復興庁）
・ 研究開発投資の増加インセンティブが効果的に働く制度とするため、控除上限の上乗せ措置の３年間の延長等
を要望

○ ＡＣＳＡに基づく免税軽油の提供時における課税免除の特例措置の拡充【軽油引取税】
・ 自衛隊が自らの船舶の動力源等に供する軽油は、令和９年３月３１日までの特例措置として、調達の際、軽油
引取税が免除されているが、当該免税軽油を第三者に譲渡する場合には、自衛隊に軽油引取税が課税される(みな
す課税)。

・ 現在、豪、英、仏、加、印、独、伊(予定)とのＡＣＳＡの下での免税軽油の提供については、当該みなす課税の
免除のための特例措置が講じられているところ。

・ 今後、新たにＡＣＳＡ締結に向け交渉を進めているフィリピン、オランダ及びニュージーランドとのＡＣＳＡ
が発効した場合には、自衛隊とフィリピン、オランダ及びニュージーランドの軍隊との協力を円滑に実施するた
め、当該ＡＣＳＡの下での免税軽油の提供についても課税免除の特例措置を適用することを要望

第1次国土強靱化実施中期計画等を踏まえた財源確保方策の検討の開始
(共同要望：内閣官房、内閣府、警察庁、こども家庭庁、総務省、法務省、外務省、文部科学省、厚生労働省、

農林水産省、国土交通省、環境省)

「第１次国土強靱化実施中期計画」(令和７年６月６日閣議決定)等に基づき、国土強靱化の取組を安定的に推進
するために関係府省庁において財源確保方策の検討を開始するもの

令和8年度概算要求 ～税制改正～

○ 防衛力強化に係る財源確保のための税制措置

・ 我が国の防衛力の抜本的な強化を行うに当たり、歳出・歳入両面から安定的な財源を確保するため、税制部分
について「防衛力整備計画」、「税制改正の大綱（令和５年度～令和７年度）」、「経済財政運営と改革の基
本方針２０２５」及び「所得税法等の一部を改正する法律（令和６年法律第８号）附則第７４条」を踏まえた
税制措置を要望


